
金融危機対応「行動プラン」（案）
民主党金融対策チームの金融危機対応策は、10月15日の「次の内閣」で正式決定され、以後、国会審議等の機会において公党として的確な対応を行うとともに、関係当局に適切な対応を促しつつ、今日に至っている。
この間、麻生首相は10月30日に緊急経済対策を発表したほか、11月15日の金融サミットに参加して首脳宣言を採択した。
もっとも、緊急経済対策は未だに何ら実行に移されておらず、また国際社会に対して有効かつわが国にとって有益な具体的対応を行うに至っていない。
こうした状況下、民主党金融対策チームでは、国内景気の深刻な悪化等に可及的速やかに対応すべく、以下の内容を具体化する。
近日中に関係当局と調整のうえ、成案を得たのち、党内の審査に付すこととする。
１．金融機関対策（流動性不足、信用不足対策）
（１）日本銀行による地域金融機関等への出資
　現在審議中の改正金融機能強化法案は、政府・与党が不合理な内容を前提に可決を目指していることから、成立及びその後の施行準備に相応の時間を要するものと思料する。
　このため、年末・年度末の企業金融円滑化に資するため、9月中間期に赤字決算となった金融機関を中心に、資本不足に陥っている地域金融機関等に日本銀行による出資（公的資金投入）を検討する。
　日本銀行は過去に企業株式を購入し保有していることから、日本銀行法の本来の目的に鑑み、金融システムの安定のためにかかる対応を検討する。
（２）国内基準行の自己資本比率規制見直し
　国内基準行の自己資本比率規制（4％ルール）は、内外の現下の情勢を鑑みると、これを厳守することの有意性が急速に薄れている。
　こうした状況下、年末・年度末の企業金融円滑化に資するため、国内基準行の自己資本比率規制を見直すことを検討する。
２．企業対策（信用収縮対策）
（１）信用保証枠拡大の具体化
　信用保証枠の拡大については、民主党の金融危機対応策でも提唱し、その後の麻生首相による緊急経済対策にも盛り込まれた。
　しかし、政府・与党は具体化の動きを示していないことから、信用保証協会による緊急保証枠14兆円の追加を行う法案作成に向けて対応を進める。
　野党には予算編成権がないことから、当該対応を政府に義務づける法案として組成する。
（２）日本政策金融公庫等による危機対応業務。
　日本政策金融公庫等による金融危機対応業務についても、上記（１）と同様の経過を辿っている。
　このため、政府系金融機関等による貸付枠拡大とともに、当該金融危機対応業務の発動を促す法案を組成する。予算編成権との関係は上記（１）と同様である。
（３）公的金融ヘルプデスクの設置
　信用保証、政府系金融機関融資の申し込み、審査手続きの遅延が深刻化しており、かかる事態の改善対応を図るヘルプデスクの内閣府内への設置を求める。
　申し込み、審査窓口におけるマンパワー不足に対しては、所管省庁及び民間金融機関からの応援も含め、早急に対応策を具体化する。
　これにより、中小零細企業が自治体窓口の審査等の遅延により資金繰り倒産に至るリスクを可及的速やかに軽減する。
　
３．麻生首相の経済運営、国際協調等のスタンスへの対応
金融危機発生以降の麻生首相の経済運営、国際協調等のスタンスは、いくつかの点において、合理性と政策制約に対する整合性を欠いている。
したがって、以下の観点から麻生首相に対する政策提言を行うべく、その内容を具体化する。
（１）財政出動ではなく有効需要創出
　　▼　消費や投資の喚起（財政出動には制約がある）。
　　▼　社会保障充実は消費対策（可処分所得増加）。
　　▼　企業の活動コスト軽減（不合理な規制や法律の改廃）。
（２）ドル「完全」追随ではなく多極化指向の為替政策
　　▼　IMFへの資金支援だけでなく、金融危機に直面している個別国への支援。
　　▼　円建債の推奨（諸外国への資金支援に活用）。
　　▼　民間金融機関の安易な海外出資は自粛（静観、抑制）。
（３）緊急的な国内対策は雇用対策と企業の資金繰り支援対策
　　▼　景気底割れと治安悪化の誘因となる雇用情勢悪化に歯止め。
　　▼　金融機関支援は企業の資金繰り支援が目的であることを徹底。
　　▼　政策財源の余力は雇用対策と資金繰り対策に充当する。
以　　上
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